様式第１号（要綱第５関係）
令和　　年　　月　　日

平川市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請事業者）
郵　便　番　号　
住　　　　　所　
事　業　者　名　
店舗・事業所名　
代 表 者 氏 名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号　
平川市感染防止対策認証店舗支援金申請書兼請求書
　平川市感染防止対策認証店舗支援金交付要綱に基づく支援金の交付を受けたいので、下記の記載事項及び関係書類について相違がないことを誓約し、同要綱第５第１項の規定により申請及び請求します。
記
１．交付申請額　　　　　　　　　　　円
※（下記で算定された売上額の減少額又は２００，０００円のうち、低い方の金額を記載）
（１）令和２年３月３１日までに開業した店舗等の場合
　・令和３年　　月・　　月・　　月の３か月間の売上額　　　　　　　　　　円…①
　・令和元年又は令和２年における①と同期間の３か月間の売上額　　　　　　　　　　円…②
　　減少率：（②の金額 ― ①の金額）÷（②の金額）×１００＝　　　　　　 　％≧２０％
　　減少額：　　　　　　　　　　円（②の金額 ― ①の金額）
（２）令和２年４月１日から令和３年４月３０日までに開業した店舗等の場合
　・令和３年５月の売上額　　　　　　　　　円…①
　・開業月から令和３年４月までの売上額の平均月額　　　　　　　　　　円…②
減少率：（②の金額 ― ①の金額）÷（②の金額）×１００＝　　　　　 　％≧２０％

　　減少額：　　　　　　　　　　円（（②の金額 ― ①の金額）×３）
２．振込先口座
	金融機関名及び支店名
	

	（フリガナ）
	

	口座名義
	

	預金種別・口座番号
	
	


３．誓約事項
　・申請者は、令和３年４月３０日までに営業を開始しており、今後も１年以上継続する意思があります。
・申請者は、住民税等の滞納はありません。また、審査にあたり、納税に関すること、その他審査に必要な事項について、市が保有する公簿等によって事実を確認することに同意します。

　・申請者は、平川市暴力団排除措置要綱に規定する暴力団又は暴力団員ではありません。
　・申請者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に定める施設の営業はしておりません。
　・支援金の交付後、要綱第８に該当した場合には、支援金の返還に応じます。
様式第２号(要綱第６関係)
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

平川市長　　　　　　　　　　印

　

平川市感染防止対策認証店舗支援金交付（不交付）決定通知書
　

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった平川市感染防止対策認証店舗支援金について、下記のとおり交付・不交付することを決定したので、平川市感染防止対策認証店舗支援金交付要綱第６の規定により通知します。

記

１　支援金交付決定額　　　金　　　　　　　円
　　　 ２　 不交付決定の理由（不交付決定の場合のみ）
　　　
様式第３号(要綱第８関係)
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

平川市長　　　　　　　　　　印

　

平川市感染防止対策認証店舗支援金取消通知書
　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定された平川市感染防止対策認証店舗支援金について、下記のとおり決定を取消しましたので、平川市感染防止対策認証店舗支援金交付要綱第８の規定により通知します。

記

１　支援金交付決定額　　金　　　　　　　円
　　　 ２　 取消の理由　　 
　　　
様式第４号(要綱第９関係)
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

平川市長　　　　　　　　　　印

平川市感染防止対策認証店舗支援金返還請求書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定に関する取消しをした平川市感染防止対策認証店舗支援金について、同交付要綱第９の規定に基づき請求しますので、添付の返納通知書により、下記の期限までに金融機関でお支払いください。
記

　　　 １　 交付済支援金額　　金　　　　　　　　 円
　　　 ２　 返納支援金額　　金　　　　　　　　 円
　　　
